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金 琴 庁 


黄 川 田内 閣府 一 大 臣 (金融 担当 イン タビ ュー 













ネ 
ミー ご 


| 岸田 内 閣 発足 に 伴い 、 令 和 3 年 11 

ll 月 11 日 に 就任 し た 黄 川 田 仁志 内 閣 
| 府 則 大 臣 (金融 担当 ) に 、 意 気 込み 

| や 金融 行政 へ の 考え 等 に つい て 

蘭 旧 問 さ まし た 。 

」 イン タビ ュー の 概要 

日 本 の 金融 市 場 を 世界 に と っ て 
魅力 ある も の に し た い 

を 国際 的 な ルー ル 作 り に 参加 し 
日 本 の 金融 の あり 方 を 発信 する こと 
で 、 新しい 資本 主義 の 一 翼 を 担っ て 
いき た い 

$ 「 真 の 海洋 国家 」 に 日 本 は な る べき 


0 に 謝 


NT いり 


黄 川 田 仁志 (ほか わ だ ひと し ) 
内 閣府 副 大 臣 (金融 担当 ) 

昭和 45 年 10 月 13 日 生ま れ 。 海洋 ・ 環 境 に つい て 研究 。 平 成 24 年 に 当選 。 平成 27 年 10 月 
か ら 外 務 大 臣 政 務 官 を 務め た 。 学生 時 代 か ら 海洋 政策 に 一 貫 し て 取り 組ん で きた 。 
趣味 は ラン ニン グ ほ か 。 座右 の 銘 は 「 感 謝 協力 」 。 








ICO CI の ESG 衝 の より 語っ 0 き COO ます 


ー 訪 奈 褒 衝 太 記 (人 参 民 想 当 ) 
茂 得 込み を 教え て ぐだ さい 。 会 計 の 分 野 に お いて 、 こ の 観点 か ら も 非 財 務 
情報 の 開示 の 充実 が より 求め られ て お り 、 そ 
の 開示 は 信頼 に 足る も の で な く て は な り ま せ 
ん 。 我が国 の 企業 の 対応 が し っ か り し た も の 


次 る う 双 り 油 人 A ん で いい 交 渦 次 ら 次 いと 


金融 行政 に お いて 大 切な 取組 み は 国 内 外 に 
幅広 く あ り ま す 。 特 に 、 私 は 外務 大 臣 政 務 官 
を 務め て いた こと も あり 、 日 本 の 金融 市 場 を 


EL 四 司 MOE 202220 シク の 中 こり いこ 吊っ て いま 
0 ます 9。 2 2 OUDG USD 5 
香港 で は 人 権 の 問題 が 指摘 され 、 地 政 学 的 9 加 和 0 ョ 2 の ンク EIG ES SN 

















現在 、 ISSB (International Sustainability 
Standards Board : 国際 サス テ ナ ビ リティ 基 
準 審議 会 ) の アジ ア ・ オ セア ニア 地域 の 事務 
所 を 東京 に 読 致 し よう と 取り 組ん で いま す 。 

し っ か り と 誘致 活動 を 行い 、 東 京 に 事務 所 を 
迎え 、 国 際 的 な ルー ル 作 り に 参加 し た うえ で 、 
日 本 の 金融 の あり 方 を 発信 し て いき た いと 思 
いま す 。 岸田 内 閣 が 新しい 資本 主義 を 打ち 出 


な リス ク な ど が 高まる 中 で 、 確 固 た る 民主 主 
義 ・ 法 治 主義 に 支え られ た 安定 し た 政治 と い 
う 強 み の あ る 日 本 を 魅力 ある 国際 金融 セン 
UCS の (7 ま 9 iM 
職員 の 皆さん と 力 を 合わ せ て 取り 組ん で いき 
NO 

また 、 国 際 的 に 地球 温暖 化 が ます ます 大 き 
AN 応 題 GL CS 記さ れい まり 扱 の 国 も 





2050 年 の カー ボン ニュ ー ト ラル を 見 据え て い 
く 中 で 、 企 業 の 在り 方 も 変わ ら な く て は な ら 
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COGU お NG の 記 旧 2000 きだ 
NO の AU 9 


ー ご まで た だ 破 六 ま た 有 成 愛 の 必 で 、 
太秦 湊 いあ る の 太 で す ク グッ 


私 が 国会 議員 に な っ た きっ か け に も 関係 し 
ます が 、 私 は 学生 時 代 か ら 、 社 会 人 そし て 政 
KUS0O NO Ma 邊 (IM 
りり 涙し ん で き 評 た 

この 海洋 関係 に お いて 、 今 まさ に これ か ら 
花 開 こ うと し て いる 取組 み の 中 で 注目 し て い 
た だ きた い の は 、 南 鳥島 周辺 の レア アー ス の 
開発 で す 。 現在 、 内 閣府 の SIP (Cross- 
ministerial Strategic Innovation Promotion 
Program : 戦略 的 イノ ベー ショ ン 創 造 プ ログ 
ラム ) の 枠組 み で 、 レ アア ー ス の 開発 を 一 生 
懸命 行っ て いま す 。 

区 ア アス | DS 還 2 ス 二 の 電池 
いっ た 非常 に 革新 的 な 技術 の 原材料 で あり 、 
必要 不可 欠 な 物質 で す 。 し か し 、 現 在 の レア 
只 二 クア ライ チェ エ ョ ンド G 申 国 衝 経 肌 | 画 
る 仕組 み が 出 来 上 が っ て いま す 。 日 本 の 海底 






















































































か ら レ アア ー ス を 採り 、 国 内 生産 が で きる と 、 





中 国 を 経由 せ ず に 市 場 に 出す こと が 可能 と な 
Ng 

また 、 上 日 本 の レア アー ス の 特徴 の 一 つ は 、 
放射 能 を 含ん で いな いこ と で す 。 海 底 6,000 
2 二 NIN22 の レレ の 7 (Go0 の 0 の 6 
除去 の コス ト が か か ら な いた め 、 価 格 競争 上 
も 優位 に 立ち 、 実 用 化 ・ 商 業 化 の 道 も し っ か 
り と 拓 け て くる 可能 性 が あり ます 。 こ の よう 
eS ラ 0 ま 0G も oo さま CU こし 
0 EZ (GS 









































ー 大会 療 眼 た な っ た まっ か ググ を 
教え て ぐだ さい 








私 は 海洋 ・ 環 境 の 研究 者 で し た 。 当 時 、 
本 海 を フィ ー ル ド に し て お り 、 日 本 海 の 環 境 
を 守る 国連 環境 計画 の 地域 海 計画 と いう 日 


























界 線 は 海 に あり ます か ら 、 そ こ に は 領土 や 海 
の 呼称 に 関わ る 間 題 も 絡ん で きま す 。 環境 だ 
け で は な い 様 々 な 問題 が 横たわっ て いる の で 
CE 

私 が 研究 を し て いた 当時 は 、 海 洋 基本 法 や 
海洋 基本 計画 が な く 、 特 定 の 担当 省庁 が な い 
と いう 状態 で 、 一 賀 し た 海洋 政策 に 取り 組ん 
ぐ SU の 国 | の 22) 002000 の 呈し BS 
0 5 目 全 分 生 の 0 の ee 20 国 ( の 
将来 を 考え る と 、 一 研究 者 と し て の 限界 も 感 
じ て い まし た 。 誰か この よう な 海洋 政策 に 関 
心 を 持っ た 政治 家 が 出 て き て くれ た ら な 、 と 
人 二 5200NNGINI SIKG 誰 の 0 の 
や っ て < ぐれ る の を 待つ の で は な く (パト ベベ 生 は 一 
訂 き りり 次 の で 上 帳 分 で 販 り 獣 人 んで 巡る べき で 
は な い の か と も 思い まし た 。 親戚 も 含め て 周 
囲 に は 政治 家 の 人 は 誰 も お ら ず 、 少 々 無 課 
ea も le ERA 70 BGA RI つこ 
思い 、 松 下 政 経 塾 の 門 を た た き 、 政 治 家 と し 
920 の 0 ボ Il7 






















































































[| 写真: イン タビ ュー の 様子 |] 


ー 夏 六角 と ん て 有 表具 する の を 
教え そ て ぐだ さい >。 


同村 剛 「 洋 園 察 | 選 言 入 衝 評議 が 。 款 た 




















本 ・ 中 国 ・ 韓 国 ・ ロ シア が 参加 し て いる 枠組 
み の 中 で 働い て いま し た 。 取り 扱っ て いた の 
は 環境 問題 で は あり ます が 、 日 本 と 他国 の 境 





























[海洋 国家 |] で は な く 、 ま だ まだ 「 島 国 国 
家 還 だ 思い ま 目 本 は | 見 の 海洋 較 
ON SIIG 9 

















「 真 の 海洋 国家 ] の 定義 は 、 国 が 意志 
も っ て 戦略 を 立て 、 主 に 海 を 活用 ・ 開 発し て 、 
そし て 、 そ の 思 恵 を 国民 に 分 配 し 、 国 民 を 豊 
MMSNSUU 5 の (US 
に は 、 海 洋 に 対す る 国 の 意思 ・ 戦 略 が まだ ま 
だ 必要 で す 。 日 本 は 物理 的 に 周り が 海 に 囲ま 
れ て いる た め 受 動 的 に 海 と 仕方 な く 付 き 合っ 
OS DKIOe 2 の 

私 は 、 海 と いう 環境 を フル 活用 し て 国民 の 
CEA の IS 0 つの 20 68EUU GUD くそ 
2 UE EDESc 

地球 の 七 割 が 海 で す 。 海 を 制 し た も の が 世 
BUSCNAN56 5 ま (00 キリ U AO 72 2 リ 
02922NS UDESEMS 有 Nav つの 
USR25NODIERDINS2 ONSNUORONKSSCIIGUGI 
これ は 番 権 を 目指 す と いう わけ で は 必ず し も 
あり ませ ん が 、 海 洋 国家 を 標 棒 す る の で あれ 
ば 、 国 の 意思 ・ 戦 略 を し っ か り と 位置 付け て 
取り 組む こと で 、 目 奉 は 飛躍 で きる の で は な 
0 才 の 00 の いま の 
















































































どの よう に リフ レッ シュ 


王女 ど た 、 
さて いす で ん ょ うろ 


(人 還 人 の 人 ボ 還 は 6 介 沙 くら UGd 
が ( 笑 ) 、 激 務 に 耐え られ る よう に 体力 作り 
用 ZI2 IM ラル シ ーー ンク oi の 
トレ ー ニ ング を し て いま す 。 地元 の 越谷 市 と 





























草加 市 の 川辺 を ひたすら 走っ て いま す 。 

また 、 普 段 、 家 族 と 一 緒 に 過ごす 時 間 が 少 
な い の で 、 休 み の 際 は 、 子 供 に 勉強 や 運動 を 
0 GO de 




















ー 大 導 た 太 太 の 癌 を お 願い し ます 。 

座右 の 銘 は 「 感 謝 協 力 | で す 。 「 感 謝 ]」 だ 
け で は な く 「 感 謝 協 力 ]」 で す 。 

私 は 松下 政経 地 で 学び まし た 。 松下 政 経 塾 
の 五 誓 の 最後 の 言葉 に 「 感 謝 協 力 の 事 」 が あ 
り ま す 。 常 に 感謝 の 心 を 抱い て 取り 組ん で い 
れ ば 、 人 々 の 「 和 」 も 得 ら れ 、 よ り 良 い 成 果 
の ORGIUN2I で 貞 呆 GO は 

9 叶 才 上 (ve ID0< 間 し と 
20089 還 UE (NN OM の 0 還 5 
木 大 臣 の 座右 の 銘 ま で も あり ます 。 こ の 「 和 ] 
を 保つ に は 常に 感謝 の 気持 ち 、 自 分 自身 も い 
ろ い ろ な こと に 協力 する と いう 気持 ち が 必 要 
で あり 、 そ れ が あれ ば 「 和 」 を も っ て 様々 な 
こと が 達成 で きる と いう 意味 の 「 感 謝 協 力 の 
事 ] は 非常 に 日 本 らし い 誓 い だ と 思い ます 。 
「 和 」 に た どり 着く 前 に 「 感 謝 の 気持 ち 」 ま 


























| た 「 協 力 の 精神 ]」 を 持て ば 、 結 果 的 に 「 和 ] 





を 得 ら れ ま す 。 「 感 謝 協 力 |] は 「 和 」 に た ど 
り 着 く 前 の 心得 と 言え ば いい か も し れ ま せん 。 
何 か 言葉 を 書い て くだ さい と 頼ま れる と 「 感 
謝 協 力 ] と 色紙 に 書い て 渡す よう に し て いま 
Fe 

感謝 の 気持 ち を 持っ て 、 鈴 木 大 臣 を は じ め 
と する 金融 行政 の 関係 者 の 皆様 と 施策 に 取り 
組ん で いき た いと 思い ます 。 




















(人 0220 0 ニ Um に 








アク セス FSA 先 月 号 (2021 年 12 月 号 ) の 鈴木 大 臣 イ ンタ ビュ ーhttps://www.fsa.go.jp/access/r3/220.pdf 
を 


ご 参照 くだ さい 。 


中 小 企業 等 の 金融 の 円 消化 に 関す る 意見 交換 会 


へ ~ 鈴木 大 臣 に よる 要請 て 











令 和 3 年 11 月 24 日 、 金 融 庁 は 、 新 型 コ ロナ 
ウイ ルス 感染 症 (以下 、 コ ロナ ) の 影響 に よ 
り 、 依 然 と し て 厳し い 資 金 繰り 状況 に 直面 し 
GU の 6 事 清 の お られ の Sm と CNY 作 示 竹 計 
末 に 向け て 、 運 転 資金 等 の 需要 が 高まる こと 
を 踏ま え 、 中 小 企業 等 の 金融 の 円 滑 化 に つい 
て 、 鈴 木 大 臣 を は じ め と する 政府 当局 者 と 官 
民 の 金融 関係 団体 等 の 代表 者 と の 意見 交換 会 
を 開催 し まし た 。 

































































同意 見 交換 会 に お いて は 、 冒頭 、 鈴 木 大 臣 




















か ら 官 民 の 人 金融 関係 団体 等 の 代表 者 に 対し て 、 





コロ ナ の 影響 が 長期 化す る 中 で 、 事 業者 の 支 
本 上 200 だ ASUOGOUSe らし に 感 調 を 用 し 
げ る と と も に 、 引 き 続 き 、 売 上 減少 な ど で 厳 
し い 経 営 環境 に ある 事業 者 の 支援 に 万 全 を 期 
隊 40000MSWR う 5 AS UI 











J = ーー = 














| 写真: 意見 交換 会 で 発言 する 鈴木 大 臣 | 








全国 銀行 協会 、 全 国 地 方 銀行 協会 、 





























< 意見 交換 会 参加 金融 関係 団体 等 > 
第 二 地 方 銀行 協会 、 
全国 信用 組合 中 央 協会 、 信 託 協会 、 全 国労 働 金庫 協会 、 農 林 中 央 金庫 、 
日 本 政策 金融 公庫 、 全 国 信用 保証 協会 連合 会 、 沖 縄 振興 開発 金融 公庫 、 
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: 意見 交換 会 の 様子 | 

また 、 出 席 し た 官民 の 金融 関係 団体 等 の 代 
表 者 か ら は 、 コ ロナ の 長期 化 や 資源 高等 に よ 
る 先行 き へ の 懸念 を 踏ま ほえ 、 資 金 繰り 支援 は 
も ちろ ん の こと 、 政 府 系 金融 機関 と の 連携 に 
よる 資本 性 劣後 ロー ン の 活用 や 、 事 業 再 構築 
補助 金 な どの 公 的 制度 を 活用 し た 本 業 支 援 に 
丁寧 か つき め 細 や か に 努め て いく と いっ た 
呈 全 べ aI 上 (ポス に ド ョ 国連 時 作 個 同 央 肉声 
720 還 02 上 ま /a 





















































さら に 、 同 日 付 に て 、 金 融 関係 団体 等 に 対 
し 、 コ ロナ の 影響 や 足下 の 経営 環境 の 変化 、 
資金 需要 の 高まる 年 末 を 迎え る こと を 踏ま え 、 
事業 者 の 業況 を 積極 的 に 把握 し 、 資 金 繰り 相 
談 に 丁寧 に 対応 する な ど 、 事 業者 の ニー ズ に 
応じ た きめ 細か な 支援 を 引き 続き 徹底 する こ 
と 、 ポ スト コロ ナ に 向け た 本 業 支援 の 取組 を 
積極 的 に 促進 する こと 等 を 書面 で 要請 する と 
と も に 、 当 該 要 請 文 を 公表 し 、 要 請 内 容 の 周 
知 徹底 を 図り まし た 。 





















































全国 信用 金庫 協会 、 

















商工 組合 中 央 金庫 、 日 本 政策 投資 銀行 、 


いこ ニニ い ニニ ーー いい ニット ーー ご いい ーー ーー ラニ リ ーー) ニニ いこ > ニー い ご 





王 宅 金融 支援 機構 
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※ 令 和 3 年 11 月 24 日 公表 「 中 小 企業 ・ 小 規模 事業 者 に 対す る 金融 の F 
https://www.fsa.go.jp/news/r3/ginkou/20211124.html を ご 参照 くだ さい 。 


























滑 化 に つい て 」 は 、 








IFRS 対 応 方 針 協議 会 


黄 川 田 副 大 臣 に よる 要請 て 

















令 和 3 年 12 月 8 日 、 金 融 店 が 共同 事務 局 を 務め らら に 、 政 府 か ら IFRS 財 団 へ 直接 資金 拠出 を 行う べ 
る IFRS 対 応 方 針 協議 会 ま 1 が 開催 され 、 サ ステ ナビ く 、 昨 年 12 月 20 日 に 成立 し た 令 和 3 年 度 補正 予算 
リティ 開示 に 関す る 最近 の 動向 等 に つい て 議論 が に お いて 、 約 1.1 億 円 の 予算 措置 が 盛り 込ま れ ま し 
行わ れ ま し た 。 会 議 の 冒頭 、 黄 川田 内 閣府 副 大 臣 た 。 

(金融 担当 ) が 、 a 計 基準 (IFRS) を 策定 し 





























て いる IFRS 財 団 に より 設立 され た 国際 サス テ ナ ビ 2. 黄 川 田 金融 担当 副 大 臣 の 挨拶 
DO 今般 、 黄 川田 副 大 臣 よ り 、 国 際 的 な サス テ ナ ビ 
る 協力 の 要請 を 行い まし た 。 リティ 開示 基準 の 策定 に 当たっ て 、 東 京 へ の アジ 
ア ・ オ セア ニア 拠点 の 設置 に 向け た 国際 的 な 働き 
経緯 か け や 、 国 内 で の 体制 整備 を 官民 一 体 で 進め る こ 





SH 気候 変動 を は じ め と する サス テ ナ と が 急務 で ある こと か ら 、IFRS 対 応 方 針 協 議会 に 
ビリ ティ 開示 に 係る 国際 的 な 基準 設定 主体 で ある 参加 する 国内 の 主要 な 関係 団体 に 対し 、 あ ら た め 
ISSB の 設立 を 令 和 2 年 より 検討 し て お り 、 昨 年 11 て 、 関 係 者 が 連携 し 一 丸 と な っ て の 対応 を 要請 し 

中 対 細 還 SSB 計 直 GNISANSS SEO いま 76 
表 に お いて 、ISSB の アジ ア ・ オ セア ニア 地域 で の 

拠点 に つい て は 、IFRS 財 団 で 議論 を 継続 する こと — 
(33 で ツル 0 Ao 

IFRS 財 団 に よる サス テ ナ ビ リティ 開示 基準 の 策 

に 向け た 取組 み は 、G7 や G20 で も 歓迎 され て お 
り 、ISSB の 基準 は 新た な 国際 基準 と な る 可能 性 が 
高い と され て いま す 。 

寺 科 alHd 罰 et203 庫 HiE GS 月 3 山国 還 目 民 6 
対応 方 針 協 議会 名 で ISSB に 対す る 資金 拠出 、 及 び 
既に 東京 に 有 し て いる IFRS 財 団 ア ジア ・ オ セア ニ 

アオ フィ ス を サス テ ナ ビ リティ 開示 基準 の 策定 に 
JUSH 2 ピル 25 デ PO 「 と 2 
IFRS 財 団 評議 具 会 議長 に 送付 し まし た 。 ET cn 

まだ 以内 ちち し で ぐ は き 東上 べ へ の アン アッ ネオ セア I 写真 : 協議 会 参加 メン バー | 
ニア 拠点 設置 を さら に 強く 働き か ける た め 、 昨 年 (写真 撮影 時 の み マ スク を 外し て いま す 。) 
11 月 26 日 、 鈴 木 金 融 担当 大 臣 か ら リ ー カ ネン IFRS 
財団 評議 貞 会 議長 宛 に 書簡 ※3 を 送付 し まし た 。 さ 














































































































※1 国際 会 計 基 準 (IFRS) に 関連 する 日 本 の 市 場 関係 者 の 意見 集約 を 目的 と し た 会 議 体 で あり 、 9 つの 団体 

(一 般 社団 法人 人 林 連 合 会 、 日 本 公認 会 計 士 協会 、 株 式 会 社 日 本 取引 所 グル ー プ / 株 式 会 社 東京 

証券 取引 所 、 公 益 社団 法人 日 本 証券 アナ リス ト 協 会 、 企 業 会 計 基 準 委員 会 、 公 益 財 団 法 人 財務 会 計 基 準 

機構 、 金 融 庁 、 経 済 産業 省 、 法 務 省 ) か ら 構 成 さ れ 、 公 益 財団 法人 財務 会 計 基 準 機構 及び 金融 庁 が 事務 

局 を 務め る 。 

※2 令 和 3 年 9 月 6 日 公表 、「 国 際 サ ステ ナビ リティ 基準 審議 会 (SSB) へ の 資金 拠出 に 関す る IFRS 財 団 評議 
員 会 議長 へ の レタ ー 発 出 に つい て 」 は 、https://www.fsa.go.jp/inter/etc/20210906/20210906.html を 

ご 参照 くだ さい 。 
※3 令 和 3 年 12 月 27 日 公表 、 「 国 際 サ ステ ナビ リティ 基準 審議 会 (SSB) に 関す る IFRS 財 団 評議 員 会 議長 へ の 

5 レタ ー 発 出 に つい て | は 、https://www_.fsa.go.jp/inter/etc/20211227/20211227.html を ご 参照 くだ さい 。 








































































































































































































































































































5 知ら せ 
信用 金庫 と お 取引 いた だ いて いる お 客 さま へ 
- マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング 及び テロ 資金 供与 対策 に ご 協力 くだ さい - 


信用 金庫 と お 取引 を いた だ いて いる お 客 さま へ 
「 お 客 さ ま の 情報 」 の 定期 的 な 確認 に つい て 
こ 理 解 と ご 協力 を お 願い いた し ます 


ー マ ネ ー・ ロ ー ン ダリ ング 及び テロ 資金 供与 対策 に ご 協力 くだ さい 一 


近年 、 国際 社会 に お いて マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング 及び テロ 資金 供与 対策 
の 重要 性 が 高まっ て お り ま す 。 また 、 国内 に お いて も 預金 口座 を 悪用 し た 
特殊 詐欺 な どの 金融 犯罪 が 発生 し て いま す 。 

各 金 融 機関 で は 、 こ れ ら の 犯罪 行為 を 防止 し 、 お 客 さ ま が 安 心 ・ 安 全 に 
お 取引 で きる よう 、 犯罪 収益 移転 防止 法 お よび 、 金融 庁 「 マ ネー・ ロ ー ン 
ダリ ング 及び テロ 資金 供与 対策 に 関す る ガイ ドラ イン 」 に 基づい て 様々 な 
対策 を 進め て いま す 。 


この 対策 の 一 環 と し て 、 信 用 金庫 を 含む 各 金 融 機関 で は 、 お 客 さ ま の 
現在 の 情報 を 定期 的 に 確認 する 取組 み (※) に つい て 、 そ れ ぞ れ 所 定 の 方 
法 に よ り 順次 行っ て お り ま す 
(※) 既に お 取引 を いた だ いて いる お 客 さ ま に 対 し 、 お 取引 の 内 容 や 状況 等 に 応じ て 、 お 客 さ 

ま に 関 する 情報 や お 取引 の 目的 な ど を 定期 的 に 確認 させ て いた だ く 取 組み で す 。 


この よう に お 客 さ まお 一 人 お ひと り の 情報 を 定期 的 に 確認 させ て いた 
だ く こ と は 、 犯 罪 組織 や テロ 組織 が 善良 な お 客 さ ま に 紛 れ て 気づか れ な 
いよ うに 金融 機関 を 利用 し た り 、 お 客 さ ま に な りす まし て 預金 口座 を 不 
正利 用 し た りす る こと を 防止 し 、 金 融 機関 を ご 利用 いた だ く 皆 さま 方 の 
安全 ・ 安 心 に も 繋が る 取組 み と し て 行っ て お り ま す 。 


お 客 さ ま に お か れ ま し て は 、 こう し た 取組 み に ご 理解 いた だ き 、 信 用 金 
か ら の 「 お 客 さ ま の に 関す る 的 な の に 対し て 、 ご 協 
こさ い うお 願い 申し 上 [ 








最近 は 色々 な 方 法 で お 客 さ ま の 情報 を 取得 し よう と する 詐欺 の 手口 が 発生 し て いま す の で 、 
も し も 不審 な 点 が ある 場合 に は 、 お 取引 の ある 信用 金庫 の 本 支店 に ご 照会 いた だ きま す よ う 、 
よろ し く お 願 い 申 し 上 げ ま す 。 





て , Y て 社団 法 リプ 三 
全国 信用 金庫 協会 答 融 庁 


Financial SerVices Ageney 


政策 解説 コー ナー 








政府 は 、 国 際 人 金融 セ ンタ ー と し て の 日 本 の 地位 
を 確立 すべ く 、 海 外資 産 運 用 業者 等 の 参入 促進 に 
取り 組ん で いま す 。 そ の 主 な 実行 部 隊 で ある 総合 
政策 課 は 、 在 外 公館 や 業界 団体 等 と も 連携 し 、 海 
NN の ZIE ニ ン ョ シン 潮 05600A ハ 0 で の 8 
Fe 



































奈 編 で ほぼ 、 雅 舞 12 過 ⑯ 同 世 術 王 吉 全 選 三 同 奈 
総領 事 館 主催 で 当 庁 の 職員 2 名 (中 川 彩子 監督 局 
証券 課 資産 運用 室 監督 参事 官 ・ 田 中 豪 総合 政策 局 
総合 政策 課 課長 補佐 ) が 登壇 し た ウェ ビ ナ ー の 模 
様 等 に つい て ご 紹介 し ます 。 


















































に | 
1. 背景 


日 本 が 国際 金融 セン ター と し て の 地位 を 確立 す 
DEED 作 2 Ce We し 
・ 日 本 国内 の 雇用 ・ 産 業 の 創出 や 経済 力 の 向上 
に 資す る 
・ 国 際 的 に も 、 複 数 拠点 に よる 地理 的 分 散 を 通 
還 2 の 0 パー り ス / AO 
ジア ひい て は 世界 の 金融 レス テム の 強 動 性 を 
高め る こと に も つなが る 
こと が 挙げ られ ます 。 


























また 、 世 界 に 対し て アピ ー ル し て いる 日 本 の 強 
CGN 

・ 大 き な 実 体 経済 や 株 式 市 場 

・1.900 兆 円 も の 個人 金融 資産 

・ 安 定 し た 治安 や 生活 環境 
な ど が 挙げ られ ます 。 





















































こう し た 観点 か ら 、 国 内 外 の 資産 運用 業者 が 日 
本 で ビジ ネス を 行い や すく な る よう 、 政 府 横断 的 





EE 








・ 海 外資 産 運 用 業者 の 金融 商品 取引 法 上 の 参入 
手続 の 簡素 化 

・ 在 留 資格 の 特例 の 創設 

2 クシ / ク ぐ の 5 6 時 
と いっ た 取組 を 進め て きま し た 。 

実際 に 日 本 で の 新規 の 拠点 開設 に 繋げ て いく た 
め 、 総合 政策 課 で は 、 こ うし た 制度 改正 の 内 容 を 
周知 する た め の 広 報 活動 に も 熱心 に 取り 組ん で い 
ます 。 具体 的 に は 、 ま ず 、 国 際 金 融 セ ンタ ー に 関 
する 専用 ウェ ブサ イト を 昨年 3 月 に 開設 まし まし た 
( 図 1) 。 




































































ー 国 際 金 融 セ ンタ ー 特 設 ペ ー ジ は 、 
こち ら か ら も ご 覧 いた だ け ま す 。 





この 専用 ウェ ブサ イト で は 、 こ れ ま で の 政府 の 
遇 細 MMNXG 更 際 用 / 必 四 四 本 クス / 持 
者 の イン タビ ュー 記事 、 日 本 で の 創業 ・ 生 活 に あ 
た り 必 要 と な る 業者 (弁護 士 、 行 政 書 士 、 司 法 書 
士 、 不 動産 会 社 、 病 院 な ど ) と いっ た 幅広 い 情 報 
を 提供 し て いま す 。 

更に 、 業 界 団体 や 在外 公館 等 、 関 係 機関 と も 連 
携 し て 英語 に よる ウェ ビ ナ ー を 開催 し 、 情 報 発信 
に 努 め て いる と ころ で す 。 今 事務 年 度 で は 、 今 
を 含め 、 開 催 を 公表 し て いる セミ ナー だ け で も 、 



























































な 政策 パッ ケー ジ を 通じ 、 総 合 的 な 環境 整備 を 
仙人 UN の SS つの で お 見 
・ 特 に 金融 関係 者 か ら 要 望 が 強い 税制 の 抜本 的 
な 見 直し 

















※ 国際 金融 セン ター 特設 ペー ジ に つい て は 、 





https://www.fsa.go.jp/internationalfinancialcenter/index.html を ご 参照 くだ さい 。 


職員 が 10 回 登壇 し 、 延 べ 約 2,.500 以 上 人 の 方 々 に 国 
際 金 融 セ ンタ ー の 取組 を 説明 し て きま し た 。 そ の 
他 、 少 人 数 の 事業 者 に 向け た ラウ ンド テー ブル も 
多数 開催 し て お り ま す 。 

















2. 当日 の 模様 

今回 の イベ ント は ほ は 、 昨 年 3 月 に 在 三 ュ ミー ョ ー . 
日 本 総領 事 館 主 催 で 開催 し た 国際 金融 セン ター 
関す る ウェ ビ ナ ー に 続く も の で す 。 3 月 以降 、 
際 金 融 セ ンタ ー に 向け た 取組 が 進展 し 、 コ ロナ 福 
に も 関わ ら ず 、 足 元 で も 海外 資産 運用 業者 が 参入 
する 事例 も 複数 出 て きた こと か ら 、 北 米 の 事業 者 
か ら は 、 金 融 庁 か ら 3 月 以降 の アッ プ デ ー ト を 聞き 
UN の Da の 0onee2(KL JESU 7 

2 ン の 
香港 、 シ ン ガ ポー ル 等 の 様々 な 地域 か ら 約 70 名 の 
光 川 の あめ ありま た 光 川 者 の パッ ク ク ラ ンド | 
て は 、 資 産 運 用 業者 が 約 半 数 、 銀 行 や 証券 会 社 が 
2 割 強 と いう 構成 で し た 。 
1 生 ROOTI2 人 UGC 0 
報 発信 に な ら な いよ う 、 
の 機能 を 利用 し た 簡単 な ア 
た 、 金 融 庁 か ら の プレ ゼン テー ショ ン の 後に は 視 
聴 者 か ら の QA セッ ショ ン の 機会 も 設け る な ど 、 
ンタ ラク チン パイク ム な ウェ ョ ピー と ん る の ll 天 し 
に | 

9 上 Ma020202m 三 NICIN 旨 目 Re の 
拠点 開設 を 検討 する 上 で の 魅力 や 課題 等 に つい て 
意識 調査 を 行い 、 日 本 進出 の 魅力 は 資金 調達 機会 
や 投資 機会 に ある と の 回 答 が 多数 を 占め ま し た 。 
他方 で 、 日 本 の 課題 に つい て は 人 金融 規制 や 言語 が 
障壁 と の 回 答 が 多く 、 世間 で よく 挙げ られ る 税制 
面 へ の 言及 が 少な か っ た 点 は 意外 に 感じ た と ころ 
で す 。 ま た 、 日 本 へ の 進出 を 検討 し て いる か と い 
う 質 問 に 75 の 人 が 中 まい | と 回 答 し だ こと は 
心強い 結果 で し た 。 
続い て の 金融 庁 か ら の プレ ゼン テー ショ ン に お 
いて は 、 税 制 や 在留 資格 だ け で な く 、 昨 年 11 月 に 
施行 され た 海外 資産 運用 業者 向け の 簡素 な 参 の 
続 や 、 拠 点 開 設 サ ポー ト オ フ ィ ス に よる 英語 で 
登録 完了 事例 等 に つい て 紹介 し まし た ( 図 2) 。 

( 図 2 ) 英語 で の 登録 完了 事例 


も 上 


The actual English registration process 









































































































































金融 庁 か ら の 一 方 的 な 情 
a の 冒頭 に Zoom 
ンド 2 0 は 
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Peop/e told me that it would take about six 
months or more to obtain a financial license, 
and that the procedure would be eomplicated, 
SO 了 was prepared for a long-term battie 


But when I actually went through the process, 


I realized that た was a groundless fear 
7 


through the Office was much smoother than 
了 expected with no disadvantages. As the 
number of English registration cases increase 
in the future, the perception that obtaining a 


financial license in Japan is complicated and 





9 time-consuming could change 


りり 22 や 如 打 7 加 で イイ リズ 


プレ ゼン テー ショ ン 終 了 後 に は 、 参 加 者 か ら 多 
数 の 質問 が 寄せ られ まし た 。 具 体 的 に は 
「 国 際 金 融 セ ンタ ー」| の 取組 に 対す る 金 
の 本 気 度 
・ 海 外 か ら 日 本 に 投資 し た 場合 の 課税 関係 
・ 新 型 コ ロナ ウイ ルス 変異 株 を 受け た 入国 管理 
の 状況 
52 ペイ リン ルレ ペ な ョ ヨン シラ (7/ ン スカ ァ ィ リー 
の 採用 の 課題 
等 に つい て で す 。 
































融 庁 























3. イベ ント 後 の フ ィ ー ド バッ ク 





イベ ント 終了 後に は 、 参 加 者 に 満足 度 や 理解 度 、 
の 人 IO NNNONG 0 
0 ジン 2200e NINE IHSNS の 02 二 上 2 
も 滴 足 し た | 際 科 性 し 1 と の 評 人 ] が 合計 で 9 
NG あ 00 二 ま et 和合 (00e | と で 名 
NISN 理 朋 で き /| 「 理 解 で きた | の 評価 も 合計 
する と 9 割 以 上 と な っ て お り 、 そ の 理由 と し て 、 
固 務 的 が ドド ピッ ク が 網 殺 さ れ で いた | | 二分 
に 詳細 が 理解 で きた 」 、「 新 た に 創設 A 
素 な 参入 手続 の 説明 が あり が た か っ た 」 等 が 挙 
030USGM6O0EEMIB 















































また 、 | 参入 の イン セン ティ プ ブ や 支援 事業 に つ 
いて も っ と 詳し く 知 り た い 」 、「 国 際 人 金融 セ ン 
ター の 取組 に つい て 、 定 期 的 に 海外 に 情報 発信 し 
て いく こと が 大 切 」 、「 今 回 の よう 多岐 に 渡る ト 
ピッ ク を 網羅 し た セミ ナー を 今後 と も 聴講 し た 
いい | と いう 忘 府 宮 史 次 ヌイ ーー ド バ ツ 多 狂 族 錠 くめ 
りり まし 













































































4. 最後 に 


今回 の ウェ ビ ナ ー の フィ ー ド バッ ク で 得 た 内 容 
な ど 、 国 内 ・ 海 外 問 わ ず 、 官 民 の 関係 者 の ご 協力 
や ご 知見 を いた だ き な が ら 、 不 断 に 改善 に 取り 組 
ん で いく こと で 、 国 際 人 金融 セ ンタ ー と し て の 機能 
の 確立 を 目指 し て いく と 共に 、 引 き 続 きこ うし た 
取組 の 情報 発信 を 強化 し て いき ます 。 未 筆 に な り 
ます が 、 主 催 者 と し て 今回 の イベ ント の 準備 ・ 運 
記 に 尽力 いた だ いた 在 ニ ュー ヨー ク 日 本 総領 事 館 
の 関係 者 の 皆様 、 そ し て 、 イ ベン ト の 周知 に ご 協 
力 く だ さっ た 国内 外 の 政府 関係 者 ・ 金 融 関係 者 の 
皆様 に 感謝 申し 上 げ ま す 。 











































































































政策 解説 コー ナー 












































※ 本 稿 は 、 健 全 性 





基準 室 課 f 








佐 (上 原 弘人 、 ネ 






































志村 典子 、 杉 谷 太一 、 











小澤 良 往 、 


選 コ ノ 
原 5 人 R 









































は じ め に 

金融 庁 は 、 最 終 化 され た バー ゼル 川 の 国内 実施 
の た め 、2021 年 中 に 自己 資本 比率 規制 等 に 係る 告 
の IE に EE 還 后 みのり 上 52/ 諾 
0 0 まま SS | 

本 稿 で は 、 改 正 案 の 背景 、 ポ イン ト 及 び 国 内 で 
の 適用 開始 時 期 に つい て 説明 致し ます 。 



































改正 案 の 背 景 

金融 危機 以降 、 国 際 的 な 銀行 の 自己 資本 比率 規 
制 (バー ゼル 川 ) に つい て 順次 見 直し が 実施 され 、 
2017 年 12 月 、 一 連 の 規制 改革 を 最終 化す る 財 が 国 
際 的 に 合意 され まし た 。 

最終 化 さ れ た バー ゼル I で は 、 持 続 可能 な 経済 









































園田 章 、 辰 巳 智 人 、 冨永 喜太郎 、 中 村 大 輔 、 西 田 尚 平 、 吉澤 幸司 ) の 協力 に より 作成 














改正 案 の ポ イン ト 
① 総 論 

の パ 二 セル MI の 虹 終 作 パ ルフ ョ ン 違 は ボノ クロ 
00 ANSLUSSU 20P(e ツラ 1 ショ ンク 
用 いる 人 金融 機関 は 、 内 部 モデ ル 手 法 を 用 いて 計測 
し た リス ク ・ ア セッ ト の 総額 が 、 標 準 的 手法 を 用 
いて 算出 し た 額 に 72.5% を 掛け た 額 を 下回ら な い 
選 と が 求め られ ます な お 、 パ 国際 合意 沿っ で 
現行 の 内 部 格付 手法 採用 行 に 適用 され る 掛 目 に つ 
いて は 、 5 年 か け て 50% か ら 72.5% ま で 段階 的 に 
別 | 二 40 ま (II 












































② 信 用 リス ク 
票 準 的 手法 (SA) ・ 内 部 格付 手法 (IRB) と いう 


























成長 を 支え る 金融 仲介 機能 の 維持 と 、 リ スク に 見 
合っ た 資本 農 課 の 適正 化 を 図る こと が 目的 と され 
UVS 。 この 0 員 の た 0 ルク クコ ルリ の 
過度 な バラ つき を 軽減 する た め 、 資 本 フロ ア (内 
部 モデ ル 手 法 で 計測 し た リス ク ・ ア セッ ト の 総額 
に 標準 的 手法 対比 で の 下限 を 設け る こと 。) の 導 
入 及 び リ スク (信用 リス ク 、CVA※2 リ スク 、 マ ー 
休 交 リズ スク ペペ 性 ジョ ルリ スス クリ の ⑦ 
計測 手法 の 見 直し 等 が 盛り 込ま れ て いま す 。 
当該 合意 で は 、2023 年 か ら の 国内 実施 が 各国 に 
求め られ て いる こと か ら 、 合 意 内 容 を 踏ま えた 関 
連 舎 示 吹 旧 案 の パ ア リッ ク ・ ョ ヨメ ント %? を 実施 じ 
ES7/g 






























































既存 の 枠組 み を 維持 し つつ 、 そ れ ぞ れ の 手法 を 一 
部 見 直し ます 。 

SA の 変更 点 は 、 主 に 、 
ション 0 の まい (2 2 の 2 
(RW) の 水準 ・ 資 産 ク ラス の 変更 と な り ま す 。 

( 1 ) 外部 格付 に よる 事業 会 社 の RW の 判定 で は 、 
デュ ー・ デ ィ リ ジェ ンス 分 析 を 通じ て 、 外 部 格付 
が 示す 水準 より も 高い RW が 適当 と 考え られ る と き 
は 、RW の 調整 を 求め ます 。 

(2) 株 式 の RW の 引上げ ※4 や 無 格付 の 中 堅 中 
小 企業 の RW の 引下げ 等 の RW 水準 の 変更 を 行い ま 
す 。 ま た 、 特 定 貸付 債権 の 新設 ・ 不 動産 関連 融 3 
に 係る 資産 クラ ス の 細分 化 等 の 資産 クラ ス の 見 直 
陸 だ ON ま 9 


(HH) デュ ョ ュー ディ リ 
































































































































( 図 1 ) 資本 フロ ア の 引上げ 時 期 














| ーー | 233 示 | 243 示 | 253 未 | 263 未 | 273 未 | 283 未 





現行 の 内 部 格付 手法 採用 行 





※1 以下 の と お り 、 関 連 告 示 改 正 案 の パブ リッ ク ・ コ メン ト を 実施 し て いま す 。 


ベレ シカ ルリ / ク 2 1 有用 9 上 
SMAUUz2Wl2 の NiU 2 992 当 IOM29 目 





・ 信 用 




















・ レ バレ ッ ジ 比率 規制 : 令 和 3 年 10 月 29 日 一 11 月 29 











それ ぞ れ の 詳細 に つい て は 、 
オペ レー ショ ナル ・ 
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こち ら を ご 覧 くだ さい 。 
リス ク : https://www.fsa.go.jp/news/r2/ginkou/20210331-3.html 























信用 リス ク 、CVA リ スク 、 マ ー ケ ッ ト ・ リ スク : https://www_fsa.go.jp/news/r3/ginkou/20210928-2.html 




















レバ レッ ジ 比 率 規制 : https://www_fsa.go.jp/news/r3/ginkou/20211029-2.html 


























9 ※2 信用 評価 調整 (Credit Valuation Adjustment) 。 
※3 昨年 9 月 に 実施 し た パブ リッ ク ・ コ メン ト に は 、 


適格 格付 機関 に 関す る 告示 の 一 部 改正 案 等 も 含ま れ て いま す 。 


IRB で は 、 株 式 に 対す る IRB 適 用 の 廃止 や IRB が 適 





さ な い 16 

















産 へ の IRB 利 用 制限 、 








の 適用 範囲 の 制 旧 





③CVA リ スク 
MI 還 生 CU 














先進 的 内 部 格付 手法 









































等 の 措置 を 


金融 機関 の デリ バテ ィ ブ 取引 の 規 





模 ・ 











さい 金 


(0 三 ク スト 


特性 等 を 踏ま は え 、 新 た な 計測 手法 と し て SA- 
CVA 及 び BA-CVA を 整備 
囲 が 拡大 し た ほか 、 会 計 と の 整 
の の | 合 上 5G まれ (に (人 衝 
進 的 リス ク 測 定 方 式 及 び 標 準 
剛 2 上 MS0p 寺 に SPAS 
融 機関 向け 





9 




















し まし た 。 適格 ヘッ ジ の 範 
合 性 や リス ク 感 応 度 
現行 規制 の 先 
的 リス ク 測 定 方 式 は 廃 














(5)2 ペ ピニン ョ カル .、 リス クノ 

オペ レー ショ ナル ・ リ スク に 関す る 従前 の 内 部 モ 
デル 手法 を 廃止 し 、 新 し い 標 準 的 計測 手法 へ 一 本 化 
し ます 。 ( 新 ) 標準 的 計測 手法 は 、 事 業 規模 指標 
(BI) の 大 き さ に 応じ た 掛け 目 に より 、 事 業 規 模 要 
素 (BIC) を 計算 し 、 こ れ に 内 部 損失 乗数 (ILM) 
を 掛け 合わ せ て リス ク 量 を 計測 する も の で す 。 












































⑥ レ バレ ッ ジ 比率 
0127 2 UI 20 70 こく < の 
己 資 本 比率 の 要件 の バラ ンス を 確保 する 観点 か ら 、 




















デリ バテ ィ ブ 取引 の 規模 が 小 
に 、 簡便 的 な 手法 を 設け て いま す 。 





リズ スク 

















リス ク 量 の 計 和 貸 











方 法 に つい て は 、 徒 前 の (| 目 ) 標 





準 的 方 式 、 内 部 モデ ル 方 式 に 加え 、 新 し い 標 
で 略 の だ 3 つの 記 唱 記 式 (る 性 組 























準 的 方 
み に よ る 変更 



















































































































































































G-SIBs に 対す る レバ レッ ジ 比 率 の 水準 の 上 乗せ 措 
生ま 9 まり 三 享 が パ 必 ツツジ っ 志久 
ポー ジャ ー の 定義 を 見 直し て いま す 。 





国内 で の 適用 開始 時 期 
改正 案 の 国 内 実施 時 期 に 関し て は 、 国 際 統 一 基準 
金融 機関 及び 内 部 モデ ル を 用 いる 国内 基準 金融 機関 


























































































































と な あり ます 。 0 0 0 2008 提 (国際 和合 
これ まで 標準 的 方 式 と 称し て いた 旧 方 式 に つい て 用 開始 予定 と し て いま す ※6。 
は 、 改 正 案 に お いて 簡便 的 方 式 と な り ま す 。 他方 、 内 部 モデ ル を 用 いな い 国 内 基準 金融 機関 に 
( 新 ) 標準 的 方 式 は 、 リ スク 感応 度 方 式 、 a つい て は 、 適 用 を 2 年 間 延 期 可 能 と し 、2025 年 3 
ルト ・ リ スク ・ チ ャ ー ジ 方 式 、 残余 リス ク ・ ア ド オ 月 末 か ら の 適用 を 予定 し て いま す ※7。 
ン 方 式 で 構成 され ます 。 
内 部 モデ ル 方 式 は 従前 の 計測 手法 を 廃止 し 、 期 待 今後 に つい て 
ショ ー ト フォ ー ル に 基づく 内 部 モデ ル 資 本 賊 課 、 ス 引き 続き 、 関 係 者 と 十分 に 対話 を 行い な が ら 、 国 
トレ ス ・ シ ナリ オ に よる 資本 央 課 、 デ フォ ルト ・ リ 内 実施 に 向け た 準備 を 進め て まい り ま す 。 
スク 資本 農 課 で 構成 され る 手法 に 変更 し ます 。 
※4 改正 案 で は 、 株 式 の RW が 現在 の 100% か ら 引 き 上 げ ら れ ま す 。 国 際 合 意 に 沿っ て 5 年 か け て 段階 的 に 引き 上 げ る 
に 加え 、 内 部 モデ ル を 用 いな い 国 内 基準 金融 機関 に つい て は 上 記 の と お り 実 施 を 2 年 間 後 倒し する 結果 、 地 
域 金 融 機関 の 大 宗 に お いて 、 実 際 の 引上げ 開始 は 2026 年 3 月 末 か ら と な り 、 例 えば 上 場 株 式 に 対す る 250% の RW 
適用 は 2030 年 3 月 末 か ら と な り ま す ( 図 2) 。 
( 図 2 ) 株 式 RW の 引上げ 時 期 














ーーー | 33 243* 253 | 263 | が] 289 ネ 253 ネ 253 」 
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5 問 還 




















※5 国際 統 








外 営 業 拠 点 を 有する 人 金 





基準 金融 機関 と は 、: 








内 部 モデ ル と は 、 























融 機関 を 指し ます 。 ま た 、 


リス ク 計 測 に 





























お ける 内 部 格付 手法 ( 信 











xe 国際 

















年 後ろ 倒 レ ヽ 
め の 経 : 














勢 等 を 見 な が ら 引き 続き 検 対 
※7 2021 年 9 月 か ら 実 施し 
2024 年 3 月 末 か ら 適 
対策 」 




















じ で 計り 衣 すず 。 

た パフ リッ クコ ヨコ メント に お いて 
可能 と する 案 を お 示 
( 令 和 3 年 11 月 19 日 閣議 決定 ) 【 












































こ 資 する 














援 ( 























時 











の 適 
これ を 更に 








用 4 の JUN( 細 (EN 議 2 
































を 可能 


リス ク ) 及び 内 部 モデ ル 方 式 (マー ケッ ト ・ 


SV 
出 余 力 の 確保 | が 盛り 込ま れ ま し た 。 そ の 一 環 と し て 、 内 部 モデ ル を 
」 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 対 策 や 地域 活性 化 の た め の エ クイ ティ 支援 に 万 全 を 
1 年 延期 し 、2025 年 3 月 末 か ら の 適 








リス ク ) 等 の 各 手 





法 を 指し ます 。 


















































内 部 モデ ル を 採用 し な い 国 内 基準 金融 機関 へ の 適 
し し まし た 。 そ の 後 、 「 コ ロナ 克服 ・ 新 時 代 開 拓 の た 
「 銀行 等 向け 資本 規制 の 柔軟 な 運用 を 通じ た 事業 者 支 
いな い 国 内 基準 金融 機関 へ 
期す た め 















































































































































と する 予定 で す 。 
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政策 解説 コー ナー 





1. は じ め に 

金融 庁 で は 、 企 業 ・ 経 済 の 持続 的 な 成長 に 貢献 
する 観点 か ら 、 金 融 機関 が 、 そ れ ぞ れ の 企業 の 経 
営 者 が 描く 多様 な 成長 の あり 方 や ニー ズ に 、 金 融 
機能 の 発揮 を 通じ て 応え や すく な る よう 、 様 々 な 
取組 み を 進め て きま し た 。 昨今 は 、 特 に 、 コ ロナ 
後 を 見 据え た 中 小 企業 等 の 事業 再生 や 事業 承継 の 
促進 、 ベ ンチ ャ ー 企 業 へ の $ 
不動 産 担 保 や 個人 保証 に 依ら な い 、 多 様 な 3 
達 の 環境 整備 が 喫緊 の 課題 と な っ て いま す 。 
学識 経験 者 ・ 実 務 家 な どか ら な る 「 事 業者 を 支 


















































金 調 





























える 融資 ・ 再 生 実務 の あり 方 に 関す る 研究 会 」 で 
は 、 多 様 な 融資 実務 を 形作る 新た な 選択 肢 と し て 、 





























の れん 等 の 無形 資産 も 含む 事業 全体 に 対す る 担保 
制度 | 事業 成長 担保 権 (仮称 ) 」 の 可能 性 に つい 
て 議論 を 行っ て きま し た 。 そ の 議論 の 成果 は 、 
上 科 県 失 症 GII CG と り ま と の られ 0 上 年間 月 
凡人 表 さ MG いま 9) 

その 後 も 、 様 々 な 実務 関係 者 等 と 意見 交換 や 、 
昨年 10 月 に 開催 され た 研究 会 で の ご 議論 を 踏ま え 、 
翌 11 月 、 そ の 改訂 版 を 「 論 点 整 理 2.0] と し て 公表 
し まし た ※2。 本 稿 で は 、「 論 点 整理 2.0] の 主 な 改 
則 の 0202NI2 SN 9 




















2 成長 揚 

生生 宮 だ 
チャ ー キ ャ ピタ ル 、 金融 機関 等 か ら 寄 せ 
られ た 、 事 業 成長 担保 権 を 活用 する 際 の 


の 利点 や 留意 点 


尽 . 中 




















金 供給 等 の 観点 か ら 、 





責 軸 河 商 


同省 朋 


監督 局 銀行 第 二 課 


2 つ 目 は 、 主 に ベン チャ ー 企 業 か ら 寄 せら れ た 
usV パ 事業 成長 担保 権 を 活用 し た 融資 が 可 
能 と な れ ば 、 出 資 で の 資金 調達 に 比べ 、 持 分 の 希 
ウレ コー ジル Ua げ ら れ ま し た 。 
3 つ 目 は 、 事 業 成長 担保 権 が 新た な 経 営 者 へ の 
規律 付け と な りう る こと か ら 、 経 営 者 保証 に 過度 
に 依存 し な い 資 金 調達 が 可能 に な る こと 、4 つ 目 
は 、 メ イン バン ク を 明確 化 で き 、 よ り 迅 速 な 経堂 
UM DO の 
他方 、 留 意 す べき 点 と し て 、 事 業 成長 担保 権 を 
活用 する に は 、 計 業 の 記 三 タリ ンク を 通じ で 癌 
切な 支援 を 行う こと 」 が 根底 に ある た め 、 事 業者 
と 金融 機関 と の 間 で 、 事 業者 の 経営 戦略 や ビジ ネ 
スモ デル 、 業 種 特性 等 も 踏ま えた 事業 の 将来 性 や 
事業 計画 に つい て の 理解 が し っ か り と 共有 され る 
NB の 8 の 主人 De の ウオ しま 0 た 

も う 一 つ 留 意 す べき 点 は 、 1 つ 目 の 点 も 踏ま え 、 
事業 者 の 経営 戦略 や 金融 機関 の ビジ ネス モデ ル 次 
第 で は 、 事 業 成長 担保 権 が 馴染 まな い 場 合 も ある 
た め 、 金 融 機 関 に 対し て 活用 を 一 律 的 に 強制 する 
うつ MSIG NIS を bB の 2 た 

















































































































中 小 企業 等 の 資金 調達 を 多様 に する 担保 制度 の 実現 に 向け て (1 ) 


生ま の 事業 維 続 に 
再生 局面 に 至る こ も 
る ト 、、 ーー 
早期 の 経 支 援 。 ! の 


成長 資金 の 青 正 1 


事業 の 普 読 ・ 成 長 と いう 共通 目標 の た め 、 僅 手 の 協力 の 下 で 貸手 は モニ タリ ング 





利点 、 実 務 上 の 留意 点 、 要 望 等 に つい て 


時 間 軸 





UPGUD ま Id 


創業 (承継 ) 


・ 成 長期 衰退 期 再生 期 





利点 の 1 つ 目 と し て 、 有 形 資産 の 少な 
い 企 業 や 再生 企業 等 に お いて 、 足 元 の 財 
務 状 況 に 関わ ら ず 、 事 業 の 将来 性 に 基 づ 
いて 、 必 要 な 借り 入れ が し や すく な る こ 
を が か 寺 54 れ ま た 




















・ 足元 の 財務 状況 が 良く な く 、 
担保 と な る 有形 資産 を 持た な 
い 場 合 で も 、 


業 価値 や 事業 の 将 到 性 に 向け 


られ る 








||・ 委 カ 寺 生 が 困難 な 場 合 で も 、 
全 手 の 目線 が 束 | | 語末 の 法人 の 中 隆志 の 主 に 時 間 る 要 さ す 、 
開 譲 洋 が 





可能 


・ 事業 の 成長 往 か ニン ナ 
時 する の : 旨 TE ー ・ 担保 と な る 有形 資産 を 持た な 
手 に お いて 早期 に 経営 支援 る い 場 合 で も 、 再 生計 画 に 理解 
行う こと が 可能 ・ ある 紅 手 か ら の 迅速 な た ニュー 





マネ ー の 調達 が 可能 




















※1 アク セス F SA 第 210 号 (https://www_fsa.go.jp/access/r2/210.pdf) を ご 参照 くだ Ne 











他 ※2 令 和 3 年 11 月 30 日 公表 、 
(ODN RR 

















「『 事 業者 を 支え る 融資 ・ 再 生 実務 の あり 方 に 関す る 研究 論点 整理 2.0| 
https://www_.fsa.go.jp/singi/arikataken/rontenseiri2.pdf を ご 参照 く だ き UN 




















3. 活用 の 具体 的 な イメ ー ジ 
さら に 、「 論 点 整 理 2.0] で は 、 そ の 活用 の 具体 
的 な イメ ー ジ に つい て も 、 実 務 関 係 者 の 方 々 か ら 




















寄せ られ た 想定 事例 を 元 に 0 「 承継 
「 再 生 」 と いう 3 つの 局面 ご と に 整理 し て いま す 。 























例え ば 、 成 長 局面 で は 、SaaS 企 業 の 想定 事例 が 








4. 今後 の 検討 に つい て 

事業 成長 担保 権 の 具体 的 な 制度 設計 に つい て は 、 
今後 も 実務 関係 者 の 方 々 か ら ご 意見 を いた だ き な 
2 必 UNIUK  20Ea2 、 | 論点 弓 
理 2.0] で は 、 事 業 の 継続 ・ 成 長 に 資す る 担保 制度 
の あり 方 に 関し 、 論 点 ご と に 寄せ られ た 視点 や 意 













































































納 介 され て いま す 。 SaaS 企 業 は 、 人 件 費 や 広 告 費 
に より 足元 で は 赤字 で あっ て も 、 顧 客 基盤 の 拡大 
や 解約 率 の 低 さ が 見 込ま れる 場合 に は 、 将 来 に わ 
た り 安 定 的 な キャ ッシュ フロ ー が 期待 で きる ビジ 








貞 陸 0 失 四 1 0 まま 

昨年 6 月 に 閣議 決定 し た 政府 の 「 成 長 戦略 フォ 
四辻 こし ( 帳 生 Me つり 0 
「 ベ ンチ ャ ー 企 業 等 不動 産 等 の 有形 資産 を 持た な 


















































い 事 業者 で あっ て も 経営 者 保証 に 依存 せ ず に 資金 





ネス モデ ル で す 。 財務 情報 だ け で な く 、 事 業 の 将 























来 性 を 的 確 に 考慮 する た め の ツ ー ル を 活用 する こ 
と で 、 成 長 資 金 の 調達 方 法 の 可能 性 が より 広がり 
うる ケー ズ スズ で F。 
他 に も 、 事 業 承 継 に お いて 、 価 値 あ る 事業 が 後 
継 者 不在 の まま 廃業 に 至る こと の な いよ う 、 事 業 
成長 担保 権 を 活用 する こと で 後継 者 の 保証 に 依ら 
ず 承 継 資金 を 融資 し うる と いっ た 事例 や 、 再 生 局 
面 に お いて 、 将 来 性 が 見 込ま れる 事業 者 に 対し て 
は 、 事 業 成長 担保 権 を 活用 する こと で 、 そ の 可能 
性 を 見 出し た 1 行 も し く は 少数 の 金融 機関 が 、 迅 
速 に 追加 資金 を 融資 し うる と いっ た 事例 な ど を ご 
納 介 し て いま す 。 
還 二 だ 介 記 事例 0000 5 SE 計り /e7S < 
と で 、 | 具体 的 な 活用 場面 が 共有 され て 理解 が 深 
まっ た | | 業界 に も 共有 し て 業界 全体 の 理解 を 深 


め て 欲し い 」 と いっ た ご 意見 を いた だ きま し た 。 























































































































































































































































































































調達 が で きる と と も に 、 金 融 機関 が 企業 の 事業 継 
続 や 発展 を 支え な が ら 、 経営 改善 支援 等 に 注力 で 
きる 環境 を 整備 する た め 、 海 外 の 制度 ・ 実 務 等 も 
参考 に 、 の れん や 知 的 財産 等 の 無形 資産 を 含む 事 
業 全体 を 対象 と する 新た な 担保 制度 に つい て 、 利 
便 性 確保 の 方 法 や 他 の 債権 者 の 保護 等 に 留意 し つ 
6 の lidal 呈 AR まま I SN 上 が 
ら は 、 担 保 法制 見 直し を 議論 する 法制 審議 会 担保 
法制 部 会 の 議論 が 始ま り 、 先 月 に は 、 事 業 全 体 に 
対す る 担保 制度 に つい て も 議論 され る な ど 、 具 体 
化 に 向け て 一 歩 ず つ 検 討 が 進ん で いま す 。 

金融 庁 で は 、 引 き 続 き 、 企 業 ・ 経 済 の 持続 的 な 
成長 に 資す る よう な 多様 な 融資 実務 の 実現 に 向け 
て 、 重 要 な 要素 と な る 新た な 担保 制度 の 実現 に つ 
いて の 議論 に も 積極 的 に 貢献 し て まい り ま す 。 



















































































































































































中 小 企業 等 の 資金 調達 を 多様 に する 担保 制度 の 実現 に 向け て (2 ) 





ロ ベン チャ ー 等 の 経営 者 が 描く 企業 の 将来 の 姿 、 事 業 へ の 思い は 、 極 め て 多様 。 


こう し た 


多様 な 将来 の 姿 に 応じ 、 成 長 資 金 を 最適 な 方 法 で 調達 で きる よう 、 環 境 を 整備 する 必要 。 





経営 理路 
まま 
早期 の 成長 

リ 
ス 
ク 
3 | 中 長期 的 な 成長 
ン H 

事業 の 維持 ・ 継 続 
低 


【 課 題 】 
ロ エク イ テ ィ に よる 資金 調達 だ け で は 、 経 営 者 ・VC の 持分 
を 希薄 化 


ロ 早期 上 場 以 外 の 多様 な 成長 の 形 を 目指 す 企業 は 、VC 等 の 


エク イ テ ィ の リタ ー ン の 目線 と 合い に くい 


人 っ デット の 選択 肢 も 必要 。 し か し 


担保 ・ 個 人 保証 な し に は 難し いと の 拓 


ご 金融 機関 の 不動 産 担保 ・ 個 人 保証 に 依存 し な い 


リス ク テ イ ク を 後押し する た め 、 事 業 成長 担保 権 
も 選択 肢 に 
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市 場 へ の メッ セー ジ 
へ 金融 商品 取引 法 違反 行為 に 係る 裁判 所 へ の 禁止 及び 停止 命令 発出 の 申立 て ~ 

































































証券 取引 等 監視 委員 会 (以下 「 証 券 監視 要 ] と いい ます 。) は 、 勧 
告 事案 等 た 関 あ る 解説 記事 を | 市 場 べ へ の メッ セー ジ 」| と PB 
委 ウ ェ ブ サイ ト に 掲載 し て お り ま す 。 fA 
ここ で は 、 昨 年 12 月 24 目 に 掲載 し た [| 市場 へ の メッ セー ジ 」| の 内 容 
の 0U ま の | "for investors, with investors" 


SKY PREMIUM INTERNATIONAL PTE. LTD. 


役員 1 名 に よる 人 金融 商品 取引 法 違反 行為 に 係る 裁判 所 へ の 禁止 及び 停止 命令 発出 の 申立 て に つ 


昌 





判 有 








[ 券 


ン J 








ン 























監視 委 は 





























令 和 3 年 9 月 17 日 、 東 京 地方 裁 
に 対し て 、SKY PREMIUM INTERNATIONAL 
TE LTD CR イズ ミア ムイ ジジ ニテ ジョ デル 

















(スカ イプ レミ アム イン ター ナシ ョ ナル 社 ) 及び その 


いて 


[ライ オン プレ ミア ム の 概要 ] 
ライ ジジ ズレ ミア ム 
の 運用 指示 に 基づき 、GQ CAPITAL INC. (平成 27 


は 、Think Smart Trading 社 


























































































































社 。 以 下 本 節 に お いて 「 当 社 」 と いい ます 。) 及び 年 に ベリ ー ズ 国 に お いて 設立 され た 外国 為替 証拠 金 
当社 の CSO (最高 営業 責任 者 ) で あり 日 本 に お ける 取引 取扱 業者 と 説明 され て いま す 。 以下 「GOQ 社 」 
営業 活動 の 統括 責任 者 で ある 水島 kd と いい ます 。) に お いて 外国 為替 証拠 金 取 引 (FX 
び 2 ポ 島 記 る (用 ll 当 入 5ICO6 ま 5 ) ! 取引 ) を 実施 する 商品 で あり 、 顧 客 か ら の 当該 商品 
商品 取引 法 違 反 行 為 ( 無 登録 で 、 投 資 一 任 契 02 へ の 投資 資金 は 、 チ ェ コ スロ バキ ア 禄 易 銀行 (以下 
結 の 媒介 を 業 と し て 行う こと ) の 禁止 及び 停止 を 命 「CSOB 銀 行 」 と いい ます 。) に 開設 され た GO 社 
5 28NI2I 朋 GIANV ま GS 名 義 の 口座 に お いて 分 別 管理 され る 、 と 説明 され て 
| 

【 事 案 の 概 要 】 し か し な が ら 、 複 数 の 海外 当局 の 協力 を 得 て 証 券 
当社 ら は 、 金 融 商 品 取引 法 第 29 条 所 定 の 登録 を 監視 委 が 調査 し た 結果 に よれ ば 、 顧 客 か ら の 投資 1 


受け ず に 、 国 内 の 一 般 
s00 人 を 介し て 、 投 】 
当社 会 


員 の み 契 






































だ 約 ) 可 








と し 


PREMIUM] 
当 す る 海外 投 る 


( 























ROGER 












































投入 
商 

















| 


つい で て 尋 得 投 診 を 術 る て で てい 評 し 宏 。 





投資 家 に 対し エー ジェ ント 約 
コン 6 で 0 で で 、 
能 な 取扱 商品 で ある 「LION 





和 約 に 基づく 投 


運用 に 該 





ー ウ 生み 20P Pi 




















金 に つい て 、 当 社 の 顧客 に 対す る 説明 
り 、 足 下 、 CSOB 銀 行 に 
銀行 の GQ 社 口 座 宛 に 
DE DD 
きま DA 

当社 ら (当社 の 前 






























































内 容 と は 異な 
は GOQ 社 の 口座 が な く 、 同 
基金 代行 業者 か ら の 送金 も 行 














i 














で ある NSC PLANNING 株 式 































































































また 、 当 社 ら は 、 上 記 取 得 勧 誘 後 も 、 申 込 書 等 の 会社 を 含み ます 。) は 、 ラ イオ ンプ レミ アム の 前 身 
記載 方 法 を 助言 ・ 指 示す る な ど し て 、 当 該 商品 に つ の 商品 で ある 「SAMURAI SYSTEM」 (サム ライ シ 
いて 顧客 と Think Smart Trading 社 (当該 商品 に 係 ステ ム ) や 「Lion] (ライ オン ) の 取得 勧誘 等 を 併 
る 運用 指示 を 行っ て いる と され る 主体 。 法人格 の 有 せ 、 長 期間 に わた り 投 資 一 任 契 約 の 締結 の 媒介 を 
無 、 実 在 性 及び 実態 は 不明 で す 。) と の 間 の 投 (ol 5 

契約 の 締結 の 媒介 を 行っ て いま し た 。 

※+ 「 市 場 へ の メッ セー ジ 」 の 全文 に つい て は 、 証 券 監視 要 ウ ェ ブ サイ ト を ご 参照 くだ さい 。 
参考 URL : https://www_fsa.go.jp/sesc/message/20211224-1.html 

※2 令 和 3 年 9 月 17 日 公表 、 「SKY a INTERNATIONAL PTE. LTD. (スカ イプ レミ アム イン ター 
ナシ ョ ナル 社 ) 及び その 役員 1 名 に よる 金融 商品 取引 法 違 反 行為 に 係る 裁判 所 へ の 禁止 及び 停止 命令 発 
品 の の ⑳ 語 吾 で (きる NC nities go.jp/sesc/news/c_2021/2021/20210917-1.html を ご 参照 
ぐだ た さい 

※3 令 和 3 年 12 月 8 日 公表 、 「SKY es INTERNATIONAL PTE. LTD. (スカ イプ レミ アム イン ター ナ 
ショ ナル 社 ) 及び その 役員 1 名 に よる 金融 商品 取引 法 違 反 行為 に 係る 裁判 所 の 禁止 及び 停止 命令 の 発令 に 


8 



































つい て 」| は 、https://www.fsa.go. NM 2021/2021/20211208-1.html を ご 参照 くだ さい 。 





な お 、 当 社 ら の 説明 に よれ ば 、 こ れ ま で に 約 2 万 
2,.000 人 の 一 般 投資 家 (会 員 ) に 対し て 当該 商品 
(前 身 の 商 品 を 含み ます 。) の 契約 締結 を させ て お 
り (現時 点 で 投資 残高 を 保有 し て いる 人 数 は 不明 で 
す 。) 、 当 該 契約 に 基づく 一 般 投資 家 か ら の 投資 総 
額 は 、 こ れ ま で に 約 1.200 億 円 (これ まで に 約 500 
億 円 は 投資 家 に 対し て 返金 等 し た と し て いま す が 、 
預かり 資産 残高 額 は 不明 で す 。) で ある と し て いま 
9 

上 記 の よう な 行為 を 業 と し て 行う 場合 に は 、 金 融 















































































































































【 ス カイ プレ ミア ム (ライ オン プレ ミア ム ) の 顧 
| 客 の 皆様 へ 】 
! > 東京 地方 裁判 所 は 、 証 券 監視 委 の 申立 て の 内 容 








Od 


| 登録 を 受け ず に 金融 商品 取引 業 (媒介 ) を 行っ 
SON を R の 0 人 作 洛 の 休 旧 及び ひ 信 風 を 
































商品 取引 法 上 の 登録 (投資 助言 ・ 代 理 業 の 登録 ) を 
受け る 必要 が あり ます が 、 当 社 ら は 、 こ の 登録 を 受 
6 上 BS つく いま 2 














当社 ら に 対し て は 、 令 和 3 

















年 12 月 8 日 に 、 東 京 





地方 裁判 所 か ら 、 当 該 金 融 商品 取引 法 違 反 行為 の 禁 
止 及 び 停 止 を 命ずる 決定 が 出さ れ て いま す ※3。 





連携 し つつ 、 











証券 監視 和 島 に お いて は 、 引 き 続 き 、 関 係 機関 と も 















































無 登録 業者 に 対し て 厳正 に 対処 し て ま 
いり ます 。 投資 者 の 皆様 に お か れ て は 、 無 登録 業者 


























HK 人 の SG の 200 注意 し て くだ さい 


【 一 般 投資 家 の 皆 様 へ 】 


と 




















無 登録 業者 が 、 実 際 に 





























は 契約 内 容 の と お り の 取 
SN どの トラ ブル が 多発 し 
で いま すず 。 押 登 録 業 者 に は 














金融 庁 の 監督 権限 





























が 及ば ず 、 投 資 者 保護 規定 に 基づく 命令 ・ 処 分 
意 く だ さい 。 




















の (2 ま 825000 で で 











| I 
| 金融 商品 取引 業 を 行う こと は 違法 で す 。 

i 
, し た 結果 に よれ ば 、 顧 客 か ら の 投資 資金 に つ 



























































足下 、CSOB 銀 行 に は GQ 社 の 口座 が な く 、 同 銀 

行 の GOQ 社 口座 宛 に 送金 代行 業者 か ら の 送金 も 行 

われ て お ら ず 、FX 取 引 運 用 され て いる こと の 確 

認 は で きま せん で し た 。 

! > 当社 は 、 金 融 商品 取引 業 の 登録 を 受け た 業者 で 

! 研 あ りり 二葉 ん 。 きま きだ 。 SQ CAPTAL ING. 

| (「GQOFX」 と も 呼称 ) も 金融 商品 取引 業 の 登 

l 録 を 受け た 業者 で は あり ませ ん 。 

1i ァ 当社 ら は 、 ラ イオ ンプ レミ アム 以外 に 

」 RL360 社 、 Premier Trust 社 、 Cornhil 

」 Management 社 の 海外 投資 積立 商品 を 当社 ウェ 

1 2 の 1 ド 上 上 で 案内 MP て いま だ た が 、 い ずれ に 
て も 、 当 社 ら は 、 金 融 商品 取引 業 の 登録 を 受け 
た 業者 で は あり ませ ん 。 

> 【 一 般 投資 家 の 皆 様 へ 】 も 、 併 せ て ご 確認 くだ 
さい 。 

2 ンド さん (シリ ショ ククリ | 7 クム リト 

! する ご 相談 は 、 以 下 の 相談 窓口 に ご 連絡 くだ さ 

| US 























































































































Ha 火 2 


= 
Cs 
I 
































いて 、 当 社 の 顧客 に 対す る 説明 内 容 と は 異な り 、 

















般 に 、 無 登録 業者 は 、 実 際 に は 契約 内 容 の と ・ 


Oo WoW の ebT 
返金 等 を 希望 する 一 部 の 顧客 に 対し 、 他 の ・ 
顧客 の 投資 資金 を 流用 する こと で 、 返 金 等 に 応 
































の 22602 EC UP208 00 に 2 ニー ドニ ーー ニン し 
まで 返金 等 を 受け る こと が で き て いた と し て も 、 











その こと を も っ て 、 当該 商 品 が 信頼 で きる と は 


言 克 えま 世 ん た の で 、 こ 注意 ぐ 
日 本 で 登録 を 受け ず に 金融 




















だ さい 。 
商品 取引 業 を 行う こ 











と は 違法 で す 。 登録 等 業者 一 覧 等 に つい て は 、 
CD で 7 NEBO 代 NO の 2 / ヘ ニン な を で 戸 く 











さい 0 





・ 免 許 ・ 許 可 ・ 登 録 等 を 受け て い 
https://www.fsa.go.jp/menkyo 


る 業者 一 覧 : 
/menkyo.html 




















無 登録 で 金融 商品 取引 業 を 行う 





者 の 名 称 等 : 


https://www.fsa.go.jp/ordinary/chuui/mutouroku.html 











・ 外国 為 替 証拠 金 取引 (FX 取引 ) 

















| ・ 
の 注意 訂 ピ 





https://www.fsa.go.jp/ordinary/iwagai/index.html 























・ 無 登録 の 海外 所 在 業者 に よる 勧 




















= ミ SS ここら 
謗 の 注意 点 ロ 





https://www.fsa.go.jp/ordinary/kanyu/20090731.html 





費 者 庁 消費 者 ホッ トラ イン : https://www.caa.go. 490L DD 





相談 窓 
LL 
1 
















































































費 者 ホッ トラ イン (電話 : 188) に て 、 お 近く の 消費 生活 相談 窓口 を ご 案内 し ます 。 





I ・ 本 弁護 士 連合 会 の 3 律 相談 窓口 : https://www.nichibenren.or.jp/ 時 advice.html 





























法律 相談 の 概要 や 各種 窓口 な ど を 紹介 し て いま す 。 
































・ 全 国 の 弁護 士 会 の 法律 相談 セン ター の 窓口 : https://www.nichibenren.or.jp/legal_advice/search/center.html 











・ そ の 他 弁 護 士 等 の 個別 相談 窓口 
I ・ 警 察 相談 専用 電話 (#9110) 又は 最寄り の 警察 
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先月 の 金融 庁 の 主 な 取組 み 
( 令 和 3 年 12 月 1 日 12 月 31 日 ) 












































令 和 3 年 9 月 期 決 和 等 : 地域 銀行 : 12 月 3 日 、 主 要 生 損保 : 12 月 17 日 
金融 安定 理事 会 に よる [危機 管理 グル ー プ の 好 事 例 集 ] (12 月 6 日 ) 
高 病原 性 島 イ ン フ ル エ ン ザ 疑似 患 災 の 確認 を 踏ま え 、 金 融 上 の 対応 に つい て 要請 _ (九州 財務 
福岡 財務 支局 : 12 月 3 日 、 関 東 財務 局 及 び 中 国 財務 局 : 12 月 7 日 、 東 北 財 務 局 : 12 月 13 
東北 財務 局 が CSF の 患畜 の 確認 を 踏ま え 、 金 融 上 の 対応 に つい て 要請 (12 月 13 
| ソー シャ ルプ ロジ ェクト の イン パク ト 指 標 等 の 検討 に 関す る 関係 府 省庁 会 議 
株 式 会 社 U | 銀行 に 対し 、 銀 行 法 第 4 条 第 1 項 の 規定 に 基づく 銀行 業 の 免許 を 付与 (12 月 17 日 ) 
| 記述 情報 の 開示 の 好 事 例 集 2021」 の 公表 (12 月 21 
新型 コロ ナウ イル ス 成 染 症 生 活 困 窮 者 自立 支援 金 の 支給 に 伴う お 願い (12 月 21 日 
学生 等 の 学び を 継続 する た め の 緊 急 給付 金 の 支給 に 
回 人 向け 緊急 小口 資金 等 の 特例 貸付 の 実施 に 伴う お 願い (12 月 21 日 ) 
年 末 の 資金 繰り 支援 の 徹底 等 (12 月 21 
[金融 庁 の 1 年 (2020 事 務 年 度 版 ) 」 の 公表 (12 月 22 
令 和 4 年 度 税制 改正 の 大 綱 等 に お ける 金融 庁 関 係 の 主要 項 
令 和 4 年 度 予算 、 機 構 ・ 定 員 ( 案 ) (12 月 24 日 ) 

経営 者 保証 に 関す る ガイ ドラ イン | の 活用 実績 

経営 健全 化 計画 の 履行 状況 報告 (12 月 24 日 


・ Twitter 金融 庁 公式 アカ ウン ト で Twitter 
https://twitter.com/fsa_JAPAN ei 宗 部 情報 発信 強化 中 ! 


・ 金 融 庁 で は 、 金 融 機関 及び その 職員 、 学 識 経験 者 や ウシ ンク タン ク 、 事 業 会 社 を 
は じ め と する 金融 行政 に ご 意見 等 を お 持ち の 方 か ら 、 金 融 制度 や 金融 庁 に 対す 
る 率直 な ご 意見 ・ ご 提言 ・ ご 批判 な ど を お 聞き する た め 、「 金 融 行政 モニ ター 
制度 」 を 設置 し て いま す 。 
詳し く は 、 人 金融 庁 ウ エ ェ ブ サイ ト の 「 和 金融 行政 モニ ター」 を ご 参照 くだ さい 。 
https://www.fsa.qgo.jp/monitor/index.html 





















































































































































































































































































































































と 
と 
と 
と 
と 
と 
と 
と 
と 
と 
と 
と 
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編集 後記 
新年 の 冒頭 は 、 黄 川田 副 大 臣 へ の イン タビ ユー で す 。 
海洋 政策 に 長年 取り 組ま れ て きた 黄 川 田 副 大 臣 。 


イン タビ ュー の 際 、 黄 川田 副 大 臣 か ら は 、 
海 の よ うに 広く 深い 国 へ の 思い が 伝わっ て きま し た 。 


今月 号 か ら 記 事 の 文章 を 2 段 組 構成 と いた し まし た 。 
少し で も 読み や すく な っ て お り ま す と 幸い で す 。 金融 庁 広報 室長 齋藤 貴文 
編集 ・ 発 行 : 金融 店 広報 室 


15 (※ 本 稿 に お いて 意見 に 係る 部 分 は 筆者 の 個人 的 見 解 で あり 、 所 属 組織 の 見 解 を 示す も の で は あり ませ ん 。) 










































































